
令和７年度香川県依存症対策関係団体支援事業公募要領 

 

１ 趣旨 

依存症は適切な治療と支援により回復が十分可能な疾患である一方、患者やその家族が依存症である 

という認識を持ちにくいことや専門医療機関の不足から患者が必要な支援を受けにくい状況にある。こ

のため、県が策定したアルコール健康障害対策推進計画及びギャンブル等依存症対策関推進計画では、

民間団体との連携を強化し、依存症に関する正しい知識の普及啓発等を推進することとしている。その

取組みの一環として、香川県依存症対策関係団体支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）等

に基づき、令和７年度の補助金交付団体を募集する。 

 

２ 実施主体 

補助金の交付の対象となる団体は、次の各号に掲げる要件をすべて満たし、県内で依存症に関する問題 

の改善に取り組む営利を目的としない民間団体とする。 

（１）依存症を抱える当事者やその家族により構成される団体であること。 

（２）香川県内に主たる活動拠点を有する団体であること。 

（３）県内に在住、在勤又は在学している構成員を５割以上有する団体であること。 

（４）申請時から遡り、おおむね過去１年間においても同様の活動実績を有すること。 

（５）暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第

６号に規定する暴力団員又は暴力団員以外の者で同条第２号に規定する暴力団と関係を持ちながら、

その組織の威力を背景として同条第１号に規定する暴力的不法行為等を行うもの若しくは暴力団に

資金等を供給すること等によりその組織の維持及び運営に協力し、若しくは関与するものをいう。以

下同じ。）の統制下にある団体でないこと。 

（６）暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している団体でないこと。 

（７）宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする団体でないこと。 

（８）政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする団体でないこと。 

（９）特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職をいう。）の候補者（当

該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反対することを目的とする団体でないこと。 

 

３ 事業内容 

 次の全ての要件を満たす事業であること。 

（１）依存症対策に資する事業であること。 

（２）創意工夫や熱意をもって行われ、効果的な事業であること。 

（３）営利を目的としない事業であること。 

（４）他団体と連携するなど、広く県民を対象とし効果が期待され実施する事業であること。 

（５）他から補助や助成を受けていない事業であること。 

 

４ 補助対象事業 

（１）ミーティング活動 

依存症問題を抱える当事者やその家族が互いの悩みを共有することや、情報交換ができる交流活動 

（２）情報提供 

依存症を抱える当事者やその家族の問題の解決に資する情報提供を行う活動 



（３）普及啓発活動 

依存症等に関する普及啓発活動 

（４）相談活動 

依存症に関する問題の相談を受ける活動 

 

５ 補助金交付額 

補助金の交付額は、下記の補助事業の区分ごとに、上限240,000円とする（補助基準額と補助対象経費 

の実支出額から補助事業に係る収入額を控除した額とを比較して、いずれか少ない方の額に補助率を乗じ

て得た額の合計額の範囲内）。ただし、交付額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの

とする。 

 

補助事業の区分 補助基準額 補助対象経費※ 補助率 

アルコール健康障害に関する問題 240千円 事業を行うために直接必要な賃金、

報償費、旅費、需用費（消耗品費、

燃料費、印刷製本費等）、役務費（通

信運搬費、手数料、保険料及び広告

料）、委託料、使用料及び賃借料の

うち、知事が必要と認めた経費 

10分の10 

ギャンブル等依存症に関する問題 

 ※補助対象経費については、別添１「対象経費について」を参照すること 

 

 

６ 留意事項 

事業内容、補助対象経費等については、以下の点に留意すること。 

（１）事業の目的及び期待される効果が、明確で、適切な事業計画が策定されていること。 

（２）事業内容に即した所要額見積であること。 

（３）団体の管理運営に係る経費について、経常的な性質を有する経費は補助対象としないが、本補助事

業の対象事業を実施するために必要な経費に限り補助対象とすることができる。 

 

７ 応募方法 

（１）期間 

令和７年８月７日（木）から８月 27日（水）まで 

（２）提出方法 

 電子申請「かがわ電子申請・届出システム」または電子メールにて提出してください。 

・「かがわ電子申請・届出システム」様式 ID：07409  

https://apply.e-tumo.jp/pref-kagawa-u/offer/offerList_detail?tempSeq=10203 

  ・電子メール shogaifukushi@pref.kagawa.lg.jp 

（３）問い合わせ先 

〒760-8570 高松市番町四丁目１番 10号 

香川県健康福祉部障害福祉課 精神保健・人材育成グループ 

   電話：087-832-3294  FAX  087-806-0240 

 

８ 提出書類 

（１）交付申請書（別紙１） 

（２）事業計画書（別紙２） 



（３）所要経費内訳（別紙３） 

（４）団体の定款、規約又は会則の類（任意の様式） 

（５）役員名簿（任意の様式） 

（６）前年度活動報告書及び収支決算書（任意の様式） 

（７）本年度活動計画書及び収支予算書（任意の様式） 

 

別紙１～３は、香川県ホームページ（https://www.pref.kagawa.lg.jp/）からダウンロードできます。 

 

９ 選定方法 

応募があった事業について、選考委員による書類審査のうえ、補助団体及び交付額を決定する。補助

団体は依存症ごとに原則上位１団体を選定する。 

なお、県の施策を進める上で有益と判断した場合、複数団体を選定することもありうる。この場合、

予算の範囲内で配分することとする。 

 

10 その他 

提出された書類は、本業務の審査にのみ使用することとし、外部に公表することはありません。 

 


